
( )

( )

あり（土地・建物・自動車・現金預金・その他）・なし

予定あり　　（　　　年　　　月頃）　　・　　なし

見込みあり　（　　　年　　　月頃）　　・　　見込みなし

注 意 事 項

法人の事業　休業・廃止届

別記様式第５号

業績不振

疾病による療養

高齢化

廃　　　　止

一時的に休業
した日 日

□

□

□

年 月

事業譲渡・個人として開業
事業譲渡した場合は譲渡先の法人名

① 　この届出書により、直ちに申告納税義務がなくなることはありません。財務諸表の閲覧や実地
調査により、事業活動が行われていることが確認された場合又は事業活動を再開した場合や法人
名義の資産を処分した場合には、さかのぼって課税されることがあります。

② 　事業活動の有無を確認するため、随時実地調査を行う場合、決算書を御提出していただく場合
があります。

法 人 名 義 の 資 産 の 有 無

法 人 名 義 の 資 産 の 処 分

事 業 活 動 再 開 の 見 込 み

一時的に休業

廃　　　　止

した理由

□

事業活動を

その他（具体的に記入してください）

□

年

埼玉県

月 日

　次のとおり、事業活動を一時的に休業・廃止したので報告します。また、注意事項①・②に同意します。

事業活動を

（あて先）

県税事務所長

〒 電話

（ フ リ ガ ナ ）

本 店 所 在 地

（ フ リ ガ ナ ）

法 人 名

代

表

者

（フリガナ）

氏　名

住　所

〒 電話

受 付 印
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